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は
じ
め
ま
し
て
。
フ
ァ
イ
ナ
ン
シ
ャ
ル
プ
ラ
ン
ナ

ー
の
岡
崎
と
申
し
ま
す
。
ご
承
知
の
通
り
、
公
務

員
の
給
料
は
平
成
19
年
を
除
い
て
上
昇
し
て
お
ら

ず
、
退
職
金
は
大
幅
削
減
、
共
済
年
金
も
厚
生
年

金
と
統
合
予
定
等
、
公
務
員
を
取
り
巻
く
環
境
は

非
常
に
厳
し
く
な
り
ま
し
た
。
こ
れ
ま
で
は
定
年

後
の
備
え
な
ど
あ
ま
り
考
え
な
く
て
も
何
と
か
や
っ

て
い
け
ま
し
た
が
、
こ
れ
か
ら
の
時
代
は
し
っ
か
り

と
将
来
を
考
え
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

そ
こ
で
、
今
回
か
ら
4
回
に
わ
た
り
「
40
代
か

ら
始
め
る
定
年
後
の
備
え
」
と
い
う
テ
ー
マ
で
、

定
年
に
向
け
て
皆
様
の
お
役
に
立
つ
情
報
を
提
供

さ
せ
て
い
た
だ
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

私
は
、
た
ま
た
ま
身
内
が
ほ
と
ん
ど
公
務
員
で
、

身
近
に
公
務
員
に
接
し
て
い
た
こ
と
か
ら
、
公
務

員
に
こ
そ
フ
ァ
イ
ナ
ン
シ
ャ
ル
プ
ラ
ン
ナ
ー
が
必
要

だ
と
思
い
、
10
年
前
に
「
日
本
初
の
公
務
員
に
特

化
し
た
フ
ァ
イ
ナ
ン
シ
ャ
ル
プ
ラ
ン
ナ
ー
」
と
し
て

活
動
を
始
め
ま
し
た
。
年
間
3
0
0
件
以
上
公
務

34
年
に
共
済
年
金
と
名
称
が
変
更
さ
れ
ま
し
た
。

一
方
で
、
厚
生
年
金
は
戦
争
真
っ
只
中
の
昭
和

17
年
、
労
働
者
年
金
と
し
て
始
ま
り
、
昭
和
19
年

に
今
の
厚
生
年
金
と
な
り
ま
し
た
。
そ
の
後
、
国

民
全
員
に
年
金
が
必
要
と
い
う
こ
と
か
ら
、
昭
和

36
年
に
国
民
年
金
が
創
設
さ
れ
、
国
民
の
誰
も
が

年
金
に
加
入
す
る「
国
民
皆
年
金
」と
な
り
ま
し
た
。

職
業
に
よ
り
共
済
年
金
、
厚
生
年
金
、
国
民
年
金

と
異
な
る
の
は
各
年
金
の
発
足
時
期
が
異
な
る
か

ら
で
す
。
こ
の
よ
う
に
年
金
の
歴
史
を
見
る
と
、

職
業
に
よ
り
公
的
年
金
が
異
な
る
理
由
が
よ
く
わ

か
り
ま
す
。
年
金
の
始
ま
り
は
軍
人
恩
給
を
ル
ー

ツ
と
し
た
共
済
年
金
な
の
で
す
。

公
的
年
金
の
仕
組
み

年
金
は
3
階
建
と
言
わ
れ
て
い
ま
す
。【
図
表

2
】
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。
1
階
部
分
は
国
民
の
誰

も
が
共
通
し
て
加
入
し
て
い
ま
す
。
自
営
業
や
第

3
号
被
保
険
者
（
会
社
員
・
公
務
員
に
扶
養
さ
れ

員
の
皆
さ
ん
か
ら
相
談
を
受
け
て
お
り
、
そ
れ
ら

の
相
談
内
容
も
含
め
て
、
定
年
前
の
備
え
に
つ
い

て
お
伝
え
し
ま
す
。

シ
リ
ー
ズ
1
回
目
は
定
年
後
の
収
入
の
大
き
な

割
合
を
占
め
る
「
年
金
」
に
つ
い
て
、
そ
の
仕
組

み
や
今
後
の
見
通
し
な
ど
を
お
伝
え
し
ま
す
。

公
的
年
金
の
始
ま
り
は
共
済
年
金
!?

公
的
年
金
の
種
類
は
職
業
に
よ
り
異
な
る
3
種

類
の
「
国
民
年
金
」「
厚
生
年
金
」「
共
済
年
金
」

で
す
。
な
ぜ
こ
の
よ
う
に
職
業
で
公
的
年
金
が
異

な
る
の
で
し
ょ
う
か
。
そ
れ
は
【
図
表
1
】
に
あ

る
よ
う
に
、
年
金
の
歴
史
を
見
れ
ば
よ
く
わ
か
り

ま
す
。

年
金
の
始
ま
り
は
明
治
8
年
、
軍
人
恩
給
に
さ

か
の
ぼ
り
ま
す
。
軍
人
や
そ
の
家
族
の
慰
労
と
し

て
年
金
が
始
ま
っ
た
の
で
す
。
そ
の
後
、
明
治
17

年
に
文
官
（
行
政
職
な
ど
）
の
恩
給
制
度
が
発
足

し
、
大
正
12
年
に
は
恩
給
制
度
が
一
本
化
、
昭
和

共
済
年
金
の

今
後
の
見
通
し
と

備
え

シ
リ
ー
ズ

岡崎 謙二
株式会社 FP コンサルティング                                     

代表取締役

【おかざき けんじ】関西大学卒業後、大手金融機関
を経て平成12年に独立系FP会社を設立。公務員
団体でのセミナーはこれまで100団体以上、FP相
談は2,000件以上と実績豊富。身内が公務員であり、
公務員こそファイナンシャルプランナーが必要と考
え、日本で初めての公務員に特化したファイナンシャ
ルプランナーとして、全国の官公庁、自衛隊、自治
体、教職員団体、警察などに、セミナー講師やFP
相談などできめ細かいサービスを提供している。各
種セミナー講師、執筆など精力的に活躍中。著書に

『給与削減・退職金削減に備えた公務員のためのお
金の貯め方・守り方』（パブラボ、2013）がある。

40
代
か
ら
始
め
る
定
年
後
の
備
え
〈
第
1
回
〉
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て
い
る
配
偶
者
）
は
国
民
年
金
と
し
て
40
年
間
保

険
料
を
納
め
る
と
年
金
年
額
77
万
2
8
0
0
円

（
平
成
26
年
4
月
〜
）
で
す
。
会
社
員
、
公
務
員

も
40
年
間
払
え
ば
、
年
金
年
額
77
万
2
8
0
0
円

と
な
り
ま
す
。
な
お
、
第
3
号
被
保
険
者
は
国
民

年
金
保
険
料
を
自
分
で
納
付
す
る
必
要
は
あ
り
ま

せ
ん
。

次
に
2
階
部
分
で
す
。
民
間
会
社
勤
務
の
会
社

員
は
厚
生
年
金
、
公
務
員
は
共
済
年
金
で
す
が
、

2
階
部
分
は
「
給
料
比
例
部
分
（
報
酬
比
例
部

分
）」
と
い
う
名
称
で
、
年
収
や
勤
続
年
数
に
よ

り
年
金
額
が
異
な
り
ま
す
。

3
階
部
分
に
つ
い
て
、
厚
生
年
金
に
は
企
業
年

金
が
あ
り
ま
す
。
し
か
し
企
業
年
金
は
大
手
企
業

や
団
体
に
所
属
し
て
い
る
人
に
は
あ
る
の
で
す
が
、

中
小
零
細
企
業
に
は
ほ
と
ん
ど
あ
り
ま
せ
ん
か
ら
、

厚
生
年
金
加
入
者
な
ら
誰
で
も
支
給
さ
れ
る
年
金

で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
一
方
、
共
済
年
金
は
公
務
員

な
ら
誰
で
も
3
階
部
分
が
支
給
さ
れ
ま
す
。
こ
の

共
済
年
金
の
3
階
部
分
は
職
域
年
金（
職
域
加
算
）

と
呼
ば
れ
て
い
ま
す
。

共
済
年
金
の
仕
組
み
と
支
給
開
始
年
齢
、

支
給
額

公
的
年
金
の
大
ま
か
な
仕
組
み
が
わ
か
っ
た
と

こ
ろ
で
、
年
金
は
い
つ
か
ら
支
給
さ
れ
、
支
給
額

は
い
く
ら
に
な
る
の
で
し
ょ
う
か
。

ま
ず
、
い
つ
か
ら
支
給
さ
れ
る
か
に
つ
い
て
は
、

生
年
月
日
に
よ
っ
て
異
な
り
ま
す
。
次
ペ
ー
ジ
の

【
図
表
3
】
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。
既
に
定
年
退
職
し

た
人
は
60
歳
か
ら
年
金
が
支
給
さ
れ
て
い
ま
す
が
、

徐
々
に
支
給
開
始
年
齢
が
遅
く
な
り
、
昭
和
36
年

4
月
2
日
以
降
生
ま
れ
の
人
は
支
給
開
始
年
齢
が

65
歳
で
す
（
た
だ
し
、
特
定
警
察
職
員
等
は
除
く
）。

こ
の
表
を
見
て
、
厚
生
年
金
を
よ
く
知
る
人
は

違
和
感
を
感
じ
る
の
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。
厚

生
年
金
は
男
女
に
よ
っ
て
支
給
開
始
年
齢
が
異
な

る
（
女
性
は
男
性
よ
り
5
歳
遅
れ
）
の
に
対
し
、

共
済
年
金
は
男
女
の
区
別
が
あ
り
ま
せ
ん
。

ま
た
、
厚
生
年
金
は
年
金
の
名
称
が
「
老
齢
厚

生
年
金
」
で
あ
る
の
に
対
し
、
共
済
年
金
は
「
退

職
共
済
年
金
」
で
す
。
や
は
り
こ
れ
ら
の
違
い
は
年

金
発
足
の
時
期
が
そ
れ
ぞ
れ
異
な
る
か
ら
で
し
ょ
う
。

で
は
次
に
、
気
に
な
る
支
給
額
を
見
て
み
ま
し

ょ
う
。
年
収
と
勤
続
年
数
に
よ
っ
て
計
算
さ
れ
る

た
め
、
実
際
の
年
金
額
は
人
そ
れ
ぞ
れ
に
違
っ
て

き
ま
す
。
例
え
ば
、
定
年
ま
で
約
40
年
間
に
わ
た

り
標
準
的
な
給
与
額
で
勤
務
し
た
と
す
る
と
、
給

料
比
例
部
分
（
報
酬
比
例
部
分
）
が
年
間
1
5
0

図表1　年金の歴史

図表2　年金の仕組み

1875年（明治8年） 軍人恩給制度 陸軍・海軍についての恩給制度発足。

1884年（明治17年） 文官恩給制度 軍人以外の文官等に恩給制度を発足。

1923年（大正12年）恩給法
公務員対象の別々に作られた恩給制度を一
本化。

1942年（昭和17年） 労働者年金保険
民間労働者を対象とする最初の年金制度が
発足。

1944年（昭和19年）
厚生年金保険に
改称

労働者年金保険の対象が一般事務職や女子
にも拡大される。

1961年（昭和36年）国民年金法
自営業や農林水産業従事者等の被用者年金
に加入していない人を対象とした年金制度
として発足。国民皆年金の基盤。

3階

2階

1階 国民年金

厚生年金
給料比例部分
（報酬比例部分）

共済年金
給料比例部分
（報酬比例部分）

基礎年金

職域年金
（職域加算）

基礎年金

自営業・第3号被保険者 民間会社員

企業年金

公務員
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万
円
〜
1
6
0
万
円
程
で
す
か
ら
、
基
礎
年
金
を

合
わ
せ
て
2
3
0
万
円
〜
2
4
0
万
円
程
と
な
り

ま
す
。

民
間
の
会
社
員
と
公
務
員
が
、
同
じ
勤
続
年
数

2
0
0
7
年
ご
ろ
に
国
民
か
ら
批
判
さ
れ
、
こ
の

職
域
年
金
は
廃
止
の
方
向
に
あ
り
ま
し
た
。
そ
の

後
、
被
用
者
年
金
の
一
元
化
（
厚
生
年
金
、
共
済

年
金
を
一
緒
に
す
る
）
に
よ
り
職
域
年
金
は
廃
止

さ
れ
、
平
成
27
年
10
月
以
降
は
経
過
分
の
支
給
と

な
り
、
公
務
員
版
3
階
部
分
と
し
て
年
金
払
い
退

職
給
付
が
新
設
さ
れ
ま
す
。

今
後
の
年
金
改
正
と
見
通
し

厚
生
年
金
と
共
済
年
金
を
比
較
す
る
と
、
共
済

年
金
は
軍
人
恩
給
の
流
れ
を
汲
ん
で
い
る
た
め
厚

生
年
金
よ
り
何
か
と
手
厚
く
な
っ
て
い
ま
す
。

具
体
的
に
共
済
年
金
の
主
な
優
位
点
を
表
に
示

し
ま
し
た
。【
図
表
4
】
の
通
り
共
済
年
金
の
ほ

う
が
優
位
で
す
が
、
平
成
27
年
10
月
か
ら
は
職
域

年
金
が
廃
止
さ
れ
た
り
共
済
年
金
の
優
位
性
が
な

く
な
る
予
定
で
す
。

共
済
年
金
に
限
ら
ず
厚
生
年
金
と
国
民
年
金
に

も
言
え
る
こ
と
で
す
が
、【
図
表
5
】
に
あ
る
通
り
、

今
後
の
少
子
高
齢
化
に
伴
い
保
険
料
を
支
払
う
人

に
対
し
て
年
金
を
貰
う
人
の
割
合
が
今
以
上
に
多

く
な
る
の
で
、
保
険
料
（
掛
金
）
が
増
加
し
年
金

額
が
減
少
す
る
の
は
間
違
い
な
い
で
し
ょ
う
。
そ

の
た
め
に
消
費
税
が
増
税
さ
れ
る
方
向
で
す
し
、

年
金
支
給
開
始
年
齢
を
65
歳
か
ら
67
歳
も
し
く
は

68
歳
に
引
き
上
げ
る
動
き
も
あ
り
ま
す
。
ま
た
、

共
済
年
金
も
厚
生
年
金
も
国
民
年
金
も
保
険
料
は

上
が
っ
て
い
ま
す
。

厚
生
年
金
と
共
済
年
金
に
関
し
て
は
2
0
1
8

年
ま
で
に
加
入
者
負
担
の
保
険
料
（
掛
金
）
が
毎

年
9
月
に
0
・
1
7
7
％
上
が
り
ま
す
。
と
は
言

で
同
じ
年
収
で
あ
っ
た
な
ら
ば
、
公
務
員
の
ほ
う

が
年
間
お
よ
そ
20
万
円
ほ
ど
年
金
が
高
く
な
り
ま

す
。
こ
れ
は
公
務
員
に
は
職
域
年
金
が
あ
る
か
ら

で
す
。
公
務
員
の
年
金
は
優
遇
さ
れ
て
い
る
と

図表3　退職共済年金

昭和16年4月1日以前生まれ

特例による退職共済年金

退職共済年金

60歳 61歳 62歳 63歳 64歳 65歳

老齢基礎年金

給料比例部分

定額年金部分

昭和16年4月2日～昭和18年4月1日

昭和18年4月2日～昭和20年4月1日

昭和20年4月2日～昭和22年4月1日

昭和22年4月2日～昭和24年4月1日

昭和24年4月2日～昭和28年4月1日

昭和28年4月2日～昭和30年4月1日

昭和30年4月2日～昭和32年4月1日

昭和32年4月2日～昭和34年4月1日

昭和34年4月2日～昭和36年4月1日

昭和36年4月2日生まれ以降

退職共済年金

老齢基礎年金

給料比例部分

定額年金部分

退職共済年金

老齢基礎年金

給料比例部分

定額年金部分

退職共済年金

老齢基礎年金

給料比例部分

定額年金部分

退職共済年金

老齢基礎年金

給料比例部分

退職共済年金

老齢基礎年金

給料比例部分

退職共済年金

老齢基礎年金

給料比例部分

退職共済年金

老齢基礎年金

給料比例部分

退職共済年金

老齢基礎年金

給料比例部分

退職共済年金

老齢基礎年金

退職共済年金

老齢基礎年金

定額年金部分

給料比例部分



55 Vol .11755

く
る
案
内
な
ど
は
注
視
し
て
お
き
ま
し
ょ
う
。

民
間
企
業
に
勤
務
し
た
場
合
の
注
意
点

最
近
は
民
間
会
社
員
か
ら
公
務
員
に
な
る
方
や

公
務
員
か
ら
民
間
会
社
員
に
な
る
人
も
増
え
て
き

ま
し
た
の
で
、
こ
こ
で
民
間
企
業
に
勤
務
経
験
が

あ
る
人
の
共
済
年
金
に
関
す
る
注
意
点
を
お
伝
え

し
ま
す
。
こ
れ
は
実
際
の
相
談
事
例
で
す
。

県
庁
勤
務
の
A
さ
ん
は
定
年
退
職
を
来
年
に
控

え
、
退
職
金
運
用
や
年
金
の
こ
と
で
相
談
に
来
ら

れ
ま
し
た
。
年
金
に
関
し
て
支
給
額
等
は
共
済
組

合
に
聞
け
ば
わ
か
る
た
め
A
さ
ん
に
共
済
組
合
に

問
合
せ
さ
れ
た
か
ど
う
か
を
尋
ね
る
と
、
共
済
組

合
の
年
金
担
当
者
も
よ
く
わ
か
ら
な
か
っ
た
と
い

う
返
事
で
し
た
。
担
当
者
が
わ
か
ら
な
い
内
容
と

は
よ
ほ
ど
難
し
い
内
容
な
の
か
と
思
い
ま
し
た
が
、

A
さ
ん
の
話
を
よ
く
聞
い
て
み
る
と
と
て
も
簡
単

な
こ
と
で
し
た
。

実
は
A
さ
ん
は
県
庁
職
員
に
な
る
前
は
民
間
企

業
で
5
年
ほ
ど
働
い
て
お
り
、
会
社
員
か
ら
公
務

員
に
な
っ
た
そ
う
で
す
。
そ
う
す
る
と
県
庁
勤
務

の
期
間
は
共
済
年
金
で
す
が
、
会
社
員
と
し
て
働

い
て
い
た
期
間
は
共
済
年
金
で
は
な
く
厚
生
年
金

に
な
り
ま
す
。
共
済
年
金
に
つ
い
て
は
共
済
組
合

で
教
え
て
く
れ
ま
す
が
、
厚
生
年
金
は
社
会
保
険

事
務
所
で
な
い
と
わ
か
り
ま
せ
ん
。
年
金
請
求
も

共
済
組
合
と
社
会
保
険
事
務
所
の
両
方
に
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
の
で
す
。

ま
た
、
公
務
員
か
ら
民
間
企
業
へ
転
職
し
た
り

再
就
職
し
た
り
す
る
人
も
、
A
さ
ん
の
よ
う
に
、

共
済
組
合
と
社
会
保
険
事
務
所
の
両
方
に
請
求
が

っ
て
も
、
こ
の
共
済
掛
金
は
給
与
天
引
き
で
す
し
、

毎
年
0
・
1
7
7
％
と
微
増
で
す
か
ら
掛
金
増
加

に
気
づ
き
に
く
い
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。
し
か
し
、
社

会
保
険
料
合
計
が
前
年
と
比
較
し
て
ど
れ
く
ら
い

増
え
て
い
る
か
確
認
す
る
こ
と
は
家
計
を
考
え
る

上
で
も
重
要
で
す
。
今
後
の
年
金
の
動
向
を
知
る

た
め
に
も
、
所
属
の
共
済
組
合
か
ら
送
付
さ
れ
て

厚生年金 共済年金
①被保険者の年齢制限 ○70歳まで ○年齢制限無し（私学共済を除く）
②未支給年金の給付範囲 ○死亡した者と生計を同じくしていた配偶者、子、

父母、孫、祖父母、又は兄弟姉妹
　（注：今年3月に提出した年金改正法案（年金機

能強化法案）で、甥姪など3親等内の親族にも
拡大）

○遺族（死亡した者によって生計を維持していた
配偶者、子、父母、孫、祖父母）、又は遺族がな
いときは相続人

③老齢給付の在職支給停止 ○老齢厚生年金受給者が厚生年金被保険者となっ
た場合

・65歳までは（賃金＋年金）が28万円を超えた
場合、年金の一部または全部を支給停止。

・65歳以降は（賃金＋年金）が46万円を超えた
場合、年金の一部または全部を支給停止なし。

○老齢厚生年金受給者が共済組合員となった場合
年金の支給停止なし。

○退職共済年金受給者が共済組合員となった場合
・（賃金＋年金）が28万円を超えた場合、年金の

一部または全部を支給停止。
・3階部分は支給停止。
○退職共済年金受給者が厚生年金被保険者等と

なった場合
・（賃金＋年金）が46万円を超えた場合、年金の

一部または全部を支給停止。
④障害給付の支給要件 ○初診日の前々月までの保険料納付済期間及び保

険料免除期間を合算した期間が3分の2以上必要
（保険料納付要件あり）。

○保険料納付要件なし。

⑤遺族年金の転給 ○先順位者が失権しても、次順位以下の者に支給
されない。

　（例：遺族年金受給中の子供のいない妻が死亡す
ると、その遺族年金は支給されなくなる。）

○先順位者が失権した場合、次順位に支給される。
　（例：遺族年金受給中の子供のいない妻が死亡し

たとき、一定の場合、その遺族年金が父母等に
支給される。）

⑥中高齢寡婦加算の加算要件 ○夫の死亡時に40歳以上65歳未満で遺族基礎年
金が支給されない妻
　　または
遺族基礎年金が支給される妻で、遺族基礎年金
が支給されなくなった時に40歳以上65歳未満
の妻

○夫の死亡時に65歳未満の妻
（妻が40歳未満の場合、40歳到達まで加算額を
支給停止）。

図表5　人口に占める高齢者の割合

1985年

65歳以上

65歳以下

2010年 2026年 2050年

図表4　厚生年金と共済年金の比較
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必
要
で
す
。
こ
の
よ
う
に
複
雑
な
の
も
、
職
業
に

よ
っ
て
公
的
年
金
が
異
な
る
こ
と
に
起
因
し
ま
す
。

民
間
企
業
に
勤
務
し
た
こ
と
が
あ
る
、
も
し
く
は

こ
れ
か
ら
民
間
企
業
に
就
職
す
る
人
は
注
意
が
必

要
で
す
。

私
的
年
金
の
つ
く
り
方

共
済
年
金
は
じ
め
国
民
年
金
、
厚
生
年
金
の
財

政
が
厳
し
く
な
る
の
は
間
違
い
な
い
で
し
ょ
う
か

ら
、
こ
れ
か
ら
の
時
代
は
や
は
り
自
分
自
身
で
年

金
を
つ
く
っ
て
い
く
こ
と
が
大
切
で
す
。
で
は
、

年
金
を
つ
く
る
に
は
ど

の
よ
う
な
方
法
が
よ
い

の
で
し
ょ
う
か
？

ま
ず
第
一
に
活
用
し

た
い
の
が
、
保
険
会
社

や
各
公
務
員
団
体
に
あ

る
個
人
年
金
で
す
。
中

で
も
「
税
制
適
格
特
約

付
個
人
年
金
保
険
」

が
お
勧
め
で
す
。
税
制

適
格
特
約
付
個
人
年

金
保
険
は
、
一
定
の
条

件
を
満
た
せ
ば
個
人
年

金
保
険
料
控
除
の
対
象

と
な
り
、
税
金
の
優
遇

が
あ
り
ま
す
。
税
金
の

優
遇
と
は
、
所
得
税
と

住
民
税
に
対
す
る
所
得

控
除
に
よ
り
税
金
が
安

く
な
る
こ
と
で
す
。

例
え
ば
、
個
人
年
金
保
険
料
控
除
を
受
け
て
い

な
か
っ
た
人
が
、
今
年
か
ら
月
額
1‌

万
円
の
年
金

に
加
入
し
た
と
す
る
と
、税
額
の
軽
減
効
果
は
【
図

表
6
】
の
通
り
と
な
り
ま
す
。

所
得
税
は
年
末
調
整
の
際
に
源
泉
徴
収
額
を
精

算
し
、
住
民
税
は
翌
年
の
徴
収
額
か
ら
減
額
さ
れ

ま
す
。
例
え
ば
あ
な
た
が
年
収
5
0
0
万
円
な
ら

ば
、
所
得
税
・
住
民
税
合
わ
せ
て
6
8
8
4
円
の

節
税
効
果
に
な
り
ま
す
。
年
間
12
万
円
の
掛
金
に

対
し
て
、
6
8
8
4
円
の
節
税
と
い
う
こ
と
は
年

利
5
・
73
％
（
単
利
）
で
運
用
す
る
こ
と
と
同
じ

効
果
が
あ
り
ま
す
。
民
間
の
金
融
機
関
の
積
立
定

期
預
金
と
比
較
し
て
考
え
る
と
、
破
格
の
運
用
利

率
だ
と
わ
か
り
ま
す
。

こ
の
よ
う
に
税
制
上
有
利
な
理
由
は
、
セ
カ
ン
ド

ラ
イ
フ
の
生
活
資
金
対
策
と
し
て
国
が
個
人
年
金

保
険
料
控
除
と
い
う
形
で
契
約
を
促
進
さ
せ
よ
う

と
し
て
い
る
か
ら
で
す
。
税
制
適
格
特
約
付
個
人

年
金
保
険
は
、
支
払
っ
た
掛
金
の
総
額
以
上
を
年

金
と
し
て
受
け
取
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
こ
れ
に
節

税
効
果
を
加
味
す
る
と
、
そ
れ
を
超
え
る
運
用
商

品
を
探
す
の
は
困
難
で
す
し
、
元
本
が
確
保
さ
れ

て
い
る
も
の
と
な
る
と
こ
の
商
品
以
外
に
は
見
当
た

り
ま
せ
ん
。
見
落
と
し
が
ち
な
税
制
適
格
特
約
付

個
人
年
金
保
険
の
税
制
上
の
優
遇
。
こ
れ
を
活
か

さ
な
い
手
は
あ
り
ま
せ
ん
。
も
し
ま
だ
活
用
さ
れ
て

い
な
い
の
で
あ
れ
ば
、
セ
カ
ン
ド
ラ
イ
フ
の
生
活
資

金
の
た
め
、
ま
た
税
額
軽
減
の
た
め
に
も
検
討
さ
れ

て
み
て
は
い
か
が
で
し
ょ
う
か
。

ま
た
、天
引
き
制
度
の
一
つ
で
あ
る
「
財
形
年
金
」

も
お
勧
め
で
す
。「
住
宅
財
形
」
と
あ
わ
せ
て
貯
蓄

残
高
5
5
0
万
円
ま
で
利
子
等
に
税
金
が
か
か
ら

な
い
（
保
険
等
の
財
形
商
品
の
場
合
は
払
込
額

3
8
5
万
円
ま
で
が
非
課
税
）
で
す
し
、
金
融
機

関
の
積
立
定
期
預
金
よ
り
利
率
が
高
い
場
合
が
多

く
、
個
人
年
金
商
品
と
し
て
有
利
な
制
度
で
す
。

財
形
制
度
は
公
務
員
や
一
部
の
企
業
し
か
取
り
入

れ
て
い
な
い
た
め
、
こ
れ
も
利
用
し
な
い
手
は
な
い

で
す
ね
。

そ
の
他
、
リ
ス
ク
を
取
る
こ
と
が
で
き
る
の
で
あ

れ
ば
、
積
立
型
投
資
信
託
や
金
投
資
、
不
動
産
投

資
な
ど
多
種
類
の
商
品
が
あ
り
ま
す
が
、
あ
な
た

の
将
来
の
セ
カ
ン
ド
ラ
イ
フ
の
大
切
な
生
活
資
金

で
す
か
ら
、
ま
ず
は
確
実
な
商
品
か
ら
取
り
組
ん

で
い
き
ま
し
ょ
う
。
そ
し
て
余
裕
資
金
が
で
き
れ

ば
、「
貯
蓄
か
ら
投
資
へ
の
時
代
」
で
す
か
ら
、

積
立
投
資
し
て
い
く
の
も
一
つ
の
方
法
で
す
。
積

立
投
資
に
つ
い
て
は
次
回
以
降
に
記
載
さ
せ
て
い

た
だ
き
ま
す
の
で
、
ぜ
ひ
ご
覧
く
だ
さ
い
。

少
子
高
齢
化
の
時
代
、
公
的
年
金
は
こ
れ
か
ら

ま
す
ま
す
厳
し
く
な
る
の
は
確
実
で
す
。
だ
か
ら
こ

そ
、
ま
ず
は
公
的
年
金
の
仕
組
み
と
支
給
さ
れ
る

金
額
等
を
き
ち
ん
と
把
握
し
て
、
セ
カ
ン
ド
ラ
イ
フ

を
自
ら
設
計
し
、
老
後
資
金
が
不
足
す
る
の
で
あ

れ
ば
、
今
の
う
ち
か
ら
自
分
年
金
を
構
築
し
て
い

く
こ
と
が
欠
か
せ
ま
せ
ん
。
40
代
か
ら
始
め
れ
ば
定

年
退
職
ま
で
20
年
ほ
ど
あ
り
ま
す
。
ま
だ
ま
だ
先

の
よ
う
に
感
じ
る
定
年
退
職
で
す
が
、
意
外
と
あ

っ
と
言
う
間
に
や
っ
て
来
る
も
の
で
す
。
早
い
う
ち

か
ら
定
年
退
職
後
の
計
画
を
し
て
、
安
心
し
て
豊

か
な
セ
カ
ン
ド
ラ
イ
フ
を
送
り
ま
し
ょ
う
。

図表6　税制適格特約付個人年金保険料を年間8万円以上支払った場合
の税軽減額早見表

【給与所得者／独身の場合】

年間収入金額
（円）

軽減される税金額

所得税（円） 住民税（円） 税軽減額合計（円）

300万 2,042 2,800 4,842

400万 2,042 2,800 4,842

500万 4,084 2,800 6,884

700万 8,168 2,800 10,968


